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 ニュースリリース  
2025年11月4日 

  
中小企業15,371者の声を集約した結果、賃上げを消費者物価指数に沿うよう

に進めてきた中で、直近5年間の賃上げは、「業績に応じて」というよりも「労働
力の確保・定着のため」とする事業者の方が多くなっています。 

人材および労働力の不足感が高まり賃上げは避けられない一方で、人件費

の増加が経営の障壁として顕在化しており、経営環境の厳しさが一層増して
いる実情が明らかになりました。 
 

 

～令和７年度 中小企業労働事情実態調査結果概要～ 
 
 全国中小企業団体中央会（所在地：東京都中央区、会長：森 洋）は、昭和39年より継続して実施し

ている「中小企業労働事情実態調査」を、第62回目として実施しました。 

 本調査は、従業員規模300人以下の39,849事業者を対象に行い15,371事業者から回答を得て、2025

年7月1日時点の状況を集計したものです。 

 今回はその調査結果の中から、「賃上げ」および「価格転嫁」に関する概要を公表いたします。 

 

【調査結果概要のまとめ】 
 
 
〔賃上げ〕 
 
✓ 賃金（所定内賃金の従業員数に応じた加重平均値）は、過去10年間で平均＋1.3％増加。直近1年間

（2024年7月1日からの1年間）では＋4.0％の増加となりました。 

✓ 賃上げを実施する事業者は増加傾向にあり、直近3年間では「賃上げをした」または「賃上げを予

定している」と回答した事業者が毎年7割を超えています。 

✓ 賃上げの決定要因としては、「労働力の確保・定着のため」が最多となっており、「業績に応じて」

を上回っています。社会的な賃上げの流れや物価上昇など、業績以外の要因による賃上げが増加し

ており、それに伴い「人件費の増大」が経営上の課題として顕在化しています。 
 
〔価格転嫁〕 
 
✓ 直近1年間において、原材料費や人件費等の増加分を価格転嫁できた事業者は51.2％でした。ただ

し、価格転嫁ができた事業者のうち、転嫁割合が30％未満である事業者は68.8％にのぼります。 

✓ 従業員規模が小さいほど、価格転嫁ができた事業者の割合は低くなっています（1～4人：43.8％、

5～9人：48.8％）。 

✓ 価格転嫁できた事業者に対して原材料費増加分、人件費増加分、利益確保分の内訳を聞いたところ、

人件費増加分については55.0％、利益確保分については59.1％の事業者が、転嫁割合が10％未満

と回答しています。 

 

人材および労働力の不足感が高まる中、労働力の確保・定着のためには賃上げが不可避となっています。

しかし、人件費の増加分を価格に転嫁することは難しく、特に規模の小さい事業者ほど厳しい状況に置

かれています。15,000を超える事業者の声を通じて、こうした中小企業の実情が明らかになりました。 
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【本調査のあらまし】 
 
  
✓ 調査対象事業者数 ： 39,849者 

✓ 有 効 回 答 数 ： 15,371件 

✓ 有 効 回 答 率 ：  38.6％ 

✓ 調 査 方 法 ： 紙又はWebによる調査票への回答 
 

 

（特徴） 
 
  
✓ 昭和39年から毎年実施しています（今回が62回目）。 

✓ 有効回答数は15,000件を超えています。 

✓ 従業員300人以下（卸売業・サービス業は100人以下、小売業は50人以下）を対象に任意抽出。 

従業員数毎（1～4人、5～9人、10～20人、21～29人、30～99人、100～300人）にそれぞれ

一定数の回答を確保しており、小規模事業者の声も十分に反映しています。 

✓ 業種別では、製造業が半数近くであり、その中分類毎でも一定数の回答を確保し、それぞれの実

情を反映するものとなっています。 
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令和７年度 中小企業労働事情実態調査結果概要 

１．有効回答数 

 

有効回答を得た事業者は下記のとおり。（単位は者。割合は令和７年度。） 

従業員規模は常用労働者（派遣を除く）の人数で区分。業種は最も売上高の多い事業として事業者

が選択。 
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２．賃金の推移 

 

過去10年の賃金の推移は下記のとおり。（単位は円） 

賃金は、賃金改定を実施した対象者の改定後の所定内賃金の平均値。（平均値は各事業者の従業員

数に応じた加重平均。所定内賃金は、給与総額から臨時給与および超過勤務手当、休日出勤手当、

宿直手当、深夜勤手当等を除いた金額。） 

 

 

 

 

 

  



- 5 - 
 

３．賃金引上げの推移 

 

過去10年の賃金引上げの推移は下記のとおり。（単位は％） 

過去1年内の賃金改定で引上げた、あるいは引上げる予定と回答した割合を算出。 

年々上昇しており、令和5年度からの３年間は毎年7割を超える事業者が「引上げた」もしくは「引

上げる予定」と回答。 
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４．賃金決定要素の推移 

 

過去10年の賃金決定要素の推移は下記のとおり。（単位は％） 

賃金を引上げた、あるいは引上げる予定と回答した事業者に決定の際に重視した要素を全て選択し

てもらい、当該要素が選択された割合を算出。 

業績に応じた賃上げは減少傾向であり、労働力の確保・定着のためや賃上げムード、物価高といっ

た事情での賃上げが増加している。 
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５．経営の障害の推移 

 

過去10年の経営の障害の推移は下記のとおり。（単位は％） 

経営上の障害となっている要素を３つまで選択してもらい、当該要素が選択された割合を算出。 

直近3年において、人件費の増大を選択する割合が急増している。 
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６．経費アップ分の販売・受注価格への転嫁状況 

 

直近1年における原材料費、人件費（賃金等）の経費アップに対する販売価格への転嫁状況を選択

してもらい、選択された割合を算出。 

「価格引上げ（転嫁）を実現した」割合は51.2％（有効回答15,020者のうち7,683者）となってい

るが、従業員規模が小さい事業者はそれよりも低い傾向がある。また、印刷業・印刷関連業が60.7％

であるのに対し情報通信業では30.5%にとどまる等、業種別でも大きな差がある。 

 

（従業員規模別） 

 

（業種別） 
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７．価格転嫁ができている場合の転嫁率 

 

価格引上げ（転嫁）を実現したと回答した7,683者に対し、上昇したコストに対して何パーセント

転嫁することができたのか選択してもらった。また、原材料費増加分、人件費増加分、利益確保の

ための分、のどれを価格転嫁できたのか該当するもの全てを選択してもらった。 

7,172者から回答。30％未満を選択した割合が68.8％であり、価格転嫁できたとする半数の事業者

について、価格転嫁できた割合までを見るとまだ十分ではない状況が伺える。また、どれを価格転

嫁できたのかについては、原材料費分が最も多かった。人件費、利益確保については、価格転嫁率

は10％未満だとする事業者が半数を超えており、ほとんど価格転嫁できていないことが分かる。 

 

（従業員規模別） 

  

（原材料費、人件費、利益確保別） 

 
 

以上 


